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研究成果の概要（和文）：第一段階では、高・低合計特殊出生率の都道府県で勤務していた看護職28名に面接調
査を行った。病院の女性看護職の妊娠・出産と関係する個人、看護単位、病院、地域の特性を抽出した。第二段
階では、第一段階の結果・文献検討から質問紙を開発した。高・低合計特殊出生率の都道府県にある2病院の
20-49歳の女性看護職にこの質問紙579部を配布した。有効回答247部より、個人の特性44項目、看護単位の特性
53項目、病院の特性32項目、地域の特性14項目からなる 6段階のリッカートタイプ質問紙を開発した。第三段階
では、200床以上の10病院の20-49歳の女性看護職500名に質問紙を配布し、214部を回収した。

研究成果の概要（英文）：In phase 1, the researchers interviewed with 28 female nurses. They were 
20-49 years-old and had an experience of working at hospitals in the high and low total fertility 
rate (TFR) prefectures. The factors relating to their pregnancy and childbirth included various 
traits of individual, nursing unit, hospital, and community. In phase 2, the researchers developed a
 scale based on the results of the phase 1 and the literature review. The scale was applied to 579 
female nurses aged 20-49, at 2 hospitals in high and low TFR prefectures. Analyzing the data from 
247 participants, the researchers confirmed the psychometrics properties of the 6-ponit, 143-item 
Likert-type scale. In phase 3, the scale was applied to 500 female hospital nurses aged 20-49 in 
various prefectures. The responses from 214 nurses were returned.

研究分野：看護管理学

キーワード： 少子化対策　看護職

  ４版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の結果からは、個人・職場の特性以外に、文化・制度・政策等を含めた地域の特性が看護職の妊娠･出産
と関係することが明らかになった。さらに、病院看護職の未婚女性、既婚女性、子どものいる女性の間では、個
人・職場の特性が妊娠･出産と関係する程度を示すモデルが異なることが示唆された。この結果は、看護職の職
場環境整備、確保・定着、そして日本の少子化対策に用いることができるため、本研究の意義は大きい。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
今後50年間で、日本の人口は約3割が減少し、2010年の1億1662万人から2060年には8674万人に

なると推計されている（国立社会保障人口問題研究所、2014）。この人口減少は人口構造の変化

を伴っているため、2010年には老年人口に属する１人を生産年齢人口に属する2.8人で支えてい

たが、2060年には1.3人で支えることになる（国立社会保障人口問題研究所、2014）。 

このような人口減少・少子高齢化により、女性が労働力となることへの期待が高まっている。

日本の労働力率は、女性48.2％、男性70.8％である（厚生労働省）。その理由は就業している女

性の約6割が第1子出産を機に離職している（内閣府男女共同参画局、2013)からだと言われてい

る。実際、女性の年齢階級別労働力率は、「25～29歳」（77.6％）と「45～49歳」（75 .7％）

を左右のピ－クとし、「35～39 歳」（67.5%）を底とする Ｍ字型カ－ブを描いている（厚生労

働省）。 

妊娠･出産をきっかけとして離職するかどうかの選択には、学歴、職種、夫の収入等女性個人

の特性(新谷、1998)の他に職場の特性 (岩澤、1999； 永瀬、1999； 丸山、2001；大原、佐伯、

鴻池ら、2012、北川、2009)が関連していることが報告されている。 

さらに、妊娠･出産をきっかけとして離職するかどうかの選択以前に、女性が妊娠･出産するか

どうかの選択にも職場の特性が関係している。日本では出生する子どもの約98％が婚姻関係にあ

る男女の子どもであり（厚生労働省、2013）、出生数が増加しない要因は、男女が結婚しないこ

と、結婚しても第2子以降を生まないことだといわれている。 

50歳の時点で結婚したことがない人の割合（生涯未婚率）は、1980年の男性2.6%、女性4.6%

から2010年の男性20.1%、女性10.6%（国立社会保障・人口問題研究所、2013）へと過去30年間で

大きく増加した。18～34歳の未婚者のうち結婚意志のある未婚者は、1年以内に結婚する場合の

障害として、男女とも結婚資金(男性43.5%、女性41.5%)を1位にあげているが、2位には男性が結

婚のための住居（19.3%）をあげているのに対し、女性は職業や仕事の問題（17.6%）をあげてい

る（国立社会保障・人口問題研究所、2012）。 

男女が結婚したとしても、夫婦が理想とする子ども数は2.42人であるのに比べて、予定子ども

数は2.07人、最終的な平均出生子ども数は1.96人である（国立社会保障・人口問題研究所、2012）。

理想とする子ども数より予定する子ども数が少ない理由を妻の年齢別に見た場合、１位はいずれ

の年齢においても子育て・教育にかかる費用が高いことがであったが、妻の年齢が35歳未満の場

合の2位は自分の仕事に差し支えること、35歳以上の場合の2位は高年齢での出産を避けたいこと

であった（国立社会保障・人口問題研究所、2012）。これらの調査結果は、仕事に差し支えない

よう結婚・妊娠･出産の機会を計っているうちに年齢を重ねてしまい、その後は高齢から出産を

あきらめる女性がいる可能性を示唆する。 

加えて、女性の妊娠･出産には職場が立地する地域も関係する（増田、2014）。例えば、3大都

市圏に含まれる11都道府県と、その他の36県（地方圏）の2012年の合計特殊出生率（1人の女性

が一生の間に生む子どもの数）（厚生労働省、2013）を単純に比較した場合、3大都市圏は平均1.33

であるが、地方圏は平均1.50であり、有意差（z = 3.41、 p = 0.001）が生じている。 

仕事をしている女性の20人に1人は看護職（保健師、助産師、看護師、准看護師）である。看

護職の94%は女性であり（厚生労働省、2013）、2012年の女性就業者2654万人（総務省、2013）の

うち、看護職は137万人（厚生労働省、2013）にあたる。看護職については、離職防止の観点か

ら仕事と育児の両立ができる職場の特性について調査が行われてきた。看護職の51.9%には子ど

もがいる（日本看護協会、 2009）が、このうち何%程度が現在の職場で働きながら妊娠･出産を

しているかは報告されていない。また、看護職の個人･職場の特性と妊娠・出産の関係を調査し



たものは、助産師を対象としたもの（北川、2009）などに限られている。 

 
２．研究の目的 
1） 看護職の妊娠・出産と関係する個人･職場（病院および病棟などの看護単位）の特性を明ら

かにする。(第一段階) 

2） 上記の特性を測定するために開発した質問紙の心理測定学的特性を明らかにする。(第二段

階) 

3） 個人･職場の特性が看護職の妊娠・出産と関係する程度を明らかにする。(第三段階) 

なお、本研究では職場が立地する地域を職場の特性の1つとして取り扱った。 

 
３．研究の方法 

1) 第一段階では、半構造化面接調査により、看護職の妊娠・出産と関係する個人･職場（病院

および病棟などの看護単位）の特性を明らかにした。研究参加者は、合計特殊出生率が低い都道

府県(東京、京都、北海道)と高い都道府県（沖縄、島根、宮崎）の病院で働く20～44歳の看護職

であった。日本の子どもの99%は20～44歳の女性から生まれていた（厚生労働省、2013）ため、

この年代の看護職を対象とした。①妊娠・出産をせずに同じ病院・看護単位で4年以上働き続け

ている者、②妊娠・出産の前後2年間同じ病院・看護単位で働き続けている者、③妊娠・出産の

前後2年間同じ病院で働き続けているが妊娠・出産をきっかけに看護単位は異動した者、④妊娠・

出産をきっかけに退職した者等を、有意標本抽出法により募集した。それぞれ合計特殊出生率が

低い都道府県と高い都道府県について12人程度合計24人程度の面接を予定した。看護職の妊娠・

出産と関係する個人･職場の特性について、60分程度、1回の面接を行い、面接の内容をICレコ－

ダ－で録音し、逐語録を作成した。看護職の妊娠・出産と関係する個人･職場（病院および看護

単位）の特性について繰り返し現れる考えを抽出・コ－ド化し、カテゴリ－に分類した。 

 

2) 第二段階では、第一段階で明らかにされた個人・職場・地域の特性をもとに、6 段階のリ

ッカ－トタイプの質問紙を作成した。北川（2012）の調査を参考に看護職からの回収率を 60%

と仮定し、300 人（DeVellis、2003）からの回答を得るために、合計特殊出生率が低い都道府

県の1病院と高い都道府県の1病院から20～49歳の女性看護職250人ずつ計500人程度を募集

した。研究協力病院の募集には便宜的標本抽出法を用いた。病院内のすべての 20～49 歳の女性

看護職に質問紙とともにテ－プ付き封筒を配布し、記入済み質問紙を封筒に入れ封をした上で

病院内の所定の場所に提出してもらった。質問紙の項目分析・因子分析を行い、Cronbach のα

係数を算出した。さらに、看護職個人・職場の特性と、現在の職場における看護職の妊娠・出

産経験の有無および妊娠・出産の希望の程度の関係を分析した。 

 

3) 第三段階では、個人、看護単位、病院、地域の特性が看護職の妊娠・出産に関係する程度を

記述するための質問紙調査を行った。看護単位、病院の数が21以上であれば、階層モデル分析の

十分な検出力が保証される（Kreft & de Leeuw、 2004）。日本の病院の約4割が大都市圏に存在

する（厚生労働省、2014）ため、層化無作為抽出法を用いて、200床以上の病院を大都市圏から

180病院、地方圏から220病院、抽出した。合計400病院のうち、研究協力に同意した病院の5看護

単位から10人ずつ、20～49歳の女性看護職に質問紙を配布した。看護単位には、外来、手術室等

も含まれた。看護職は記入済みの質問紙を返信用封筒にて直接研究者へ返送した。また、勤務体

制、病床数、看護職員数、設置主体等、看護単位と病院の基本的デ－タも管理者から収集した。 

 



４．研究成果 
1) 第一段階 

研究の第一段階では、病院の看護職である女性の妊娠・出産と関係する個人･職場の特性を明

らかにするために、高または低合計特殊出生率の都道府県で勤務していた①パートナーはいる

が妊娠・出産をしていない看護職 6名、②妊娠・出産の前後で所属する看護単位を変更しなか

った看護職 9名、③妊娠・出産の前後で所属する看護単位を変更した看護職 8名、④妊娠・出

産をきっかけに退職した看護職 5名に対し、1名 1回 60 分程度の面接調査を行った。逐語録の

指示的内容分析から抽出された個人の特性には①仕事と妊娠･出産･育児の両立についての本人

の考え方、②夫、父母･義父母、子どもの状況等、仕事と妊娠・出産・育児を両立するための条

件の整備状況が含まれていた。看護単位の特性には①看護単位を管理する師長の特性、②同僚

の特性、③看護単位における看護ケアの提供状況、④妊娠中・育児中の者に対する制度の看護

単位レベルでの運用状況が含まれていた。病院の特性には、①法律で規定された制度の病院レ

ベルでの運用状況、②妊娠･出産･育児支援制度、③普段からの業務負担軽減策の導入状況が含

まれていた。個人・看護単位・病院以外に、小児科・保育園の存在、通勤手段、文化等、地域

の特性もデ－タから抽出された。 

 

2) 第二段階 

研究の第二段階では、第一段階の結果および文献検討を基に個人特性に関する 91 項目、看護

単位特性に関する 95 項目、病院特性に関する 65 項目、地域特性に関する 16 項目、合計 267

項目 6 段階のリッカートタイプ質問紙を開発した。合計特殊出生率が低地域の病院（病院 1、

以下低地域病院とする）には 364 部、合計特殊出生率が高地域の病院（病院 2、以下高地域病

院とする）には 215 部、合計 579 部の質問紙を 20～49 歳の女性看護職に配布した。低地域病院

からは 125 部（回答率 34.34%）、高地域病院からは 137 部の回答（回答率 63.72%）があった。

全体での回答は 262 部であり、回答率は 45.25%であった。男性、50 歳以上の看護職員の回答を

除いた結果、今回の分析に含める有効回答数は低地域病院から 110、高地域病院から 137 とな

り、合計 247 となった。探索的因子分析の結果、124 項目を削除し個人特性に関する 44項目（4

因子 26項目と夫に関する 12 項目、子供に関する 6項目、4因子のα＝0.61－0.86）、看護単位

特性に関する 4因子 53 項目（α＝0.85－0.96）、病院特性に関する 32 項目（3 因子 24 項目と

院内保育園に関する 8 項目、3 因子のα＝0.72－0.88）、地域特性に関する 2 因子 14 項目（α

＝0.74－0.85）、合計 143 項目 6段階のリッカートタイプ質問紙とした。夫、子ども、院内保育

園に関しては回答者が少なかったため、削除せず本調査の質問紙に含むこととした。 

 

3) 第三段階 

研究の第三段階では、第二段階で開発した質問紙を基に、無記名自記式質問紙調査を行った。

層化無作為抽出法を用いて、200 床以上の病院を大都市圏から 180 病院、地方圏から 220 病院、

抽出した。合計 400 病院のうち、研究協力に同意した 10 病院 5看護単位 20～49 歳の女性看護

職 10 名ずつ、合計 500 名に質問紙を配布した。研究協力率は 2.5%であった。回収された質問

紙は 214 部であり、回答率は 42.8%であった。 
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